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ため，Ａ社にとっては，単に無人の森で木を伐採する
のではなく，域内の住民に配慮しつつ，伐採を行う必
要がでた。しかも政府はその後，コンセッション内部
に居住する住民に対してcommunity development 
programを実施することを義務付けるようになる。特
に国家の管理能力が十分でなく，かつきわめて辺境に
位置する本調査地のような場所に置いて，土地の管理
は大変困難な課題である。そうした中，人口増加によ
る焼畑地の潜在的な減少と，現金経済の浸透による土
地の商品化が進む中で，ダヤックの人たちにとって自
分たちの土地の確保をいつまでも政府に任せておく
わけにはいかない。そこで村人は，土地を売買した場
合，自分たちの村で土地の権利を確保する手段をとる
ようになった。村長と，慣習的な村のリーダーにサイ
ンを得て，購入した土地に証明書を発行してもらうよ
うになった。証明書そのものは依然としてプリミティ
ブなもので，おおよその位置関係が書かれてあるが測
量された地図もなく，地方政府の認証も得ていない。
すなわち，村内部の権威によって発行された土地証書
を村が独自に発行するようになったのである。このこ
とは，土地をめぐる紛争の新たな火種になりかねな
い。すなわち，国家によって認定された土地，Ａ社がコ
ンセッション内部でこれまでの村人との付き合いの
中で決定してきた実際の土地区分，そして村人が独自
にオーソライズした土地区分が混在することになる。
村の認証を経た土地の存在は大変新しい現象で，A社
のローカルスタッフもその実態についてはよく理解
していない。村でも，証書が発行された土地を一元的
に管理しているわけではない。そのため村による土地
の認証がどの程度おこなわれているかの全体像は依
然として不明であるが，土地の価値が高まるなかで，
資産としての土地の認証は新たな問題として大変重
要な課題であるといえる。
７．むすびにかえて
　本調査により，ダヤックの人たちの生業の変化と森
林利用に関して明らかになった主な点は以下のとお
りである。まず，1990年代までは焼畑と少数の現金収
入源に依存した生業が営まれ，森林利用も，Ａ社とコ
ンフリクトを起こすようなレベルにはなかった。しか
し2000年代になり，急激な人口増加と現金経済の浸
透とにより，焼畑の生産と資本をめぐって急激な変化
が起きていることがわかった。また焼畑以外の生業も
多様化していることがわかった。そして，この変化に，
A社のcommunity development programが大変重
要な役割を果たしていることがわかった。
　では，こうした変化は，伐採会社と地元住民との関
係という観点から見て，どのように考えればよいであ
ろうか。熱帯雨林の持続的な利用という，世界的に見
ても重要で喫緊の課題に対し，本調査のみから普遍的
な結論を導き出すことは困難ではあるが，伐採会社と
地元住民による森林利用について，本調査の中で新し
い動きがみられたので紹介したい。一つは，急激な変
化の中で，村人も決して焼畑に依存し森に依存した生
活を望んでいるわけではないということである。本調
査地のダヤックは外部世界との接触もあり，またA社
によるcommunity development programの成果も
あり，多様な生業活動が存在することを知識として
知っているだけではなく，実際に自分たちの生業活動
の中に取り込んでいるといえる。自らも努力し，森林
にのみ依存した生活から脱却するための努力もされ
ている。そうした地元住民による活動を，伐採会社だ
けでなく地元および中央政府もサポートするような
体制が求められる。
　もう一つの重要な変化は，伐採会社と国際機関との
関係である。2013年３月５～６日にインドネシア・ポ
ンティアナックにて本研究の成果報告のための国際
会議を開催した。その場に，伐採会社のスタッフや大
学その他の研究者だけでなく，WWFなどの国際的な
自然保護団体も参加していた。かつて自然保護団体と
伐採会社は敵対する関係にあったし，Ａ社も例外では
なかった。しかし，現在，自然保護団体も伐採会社も，
互いに批判をするばかりでは双方に利益につながら
ないことが認識されるようになってきた。こうした変
化は世界的にみて大きな潮流にはなっているわけで
はないものの，大変重要な変化であると考えられる。
地元住民と伐採会社，研究機関，NGO等が協働し，新
たな森林の持続的利用を考えるための制度的な枠組
みが必要であるという認識が共通のものになってき
たと考えられる。A社の事例は，そうした取り組みの
最先端の事例を提供していると考えらえる。
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